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研究要旨 

東京電力福島第一原子力発電所（以下、第一原発）事故は、チェルノブイリ事故以

来、最悪規模の原子力災害となった。東京電力福島第二原子力発電所（以下、第二原

発）事故も津波の被害を受けたが、メルトダウンは免れた。チェルノブイリ事故の復

旧作業従事者においては、PTSD・うつ病・アルコール依存などのメンタルヘルスへ

の深刻な影響が 10 年単位で続いていることが知られている。しかし、当時旧ソ連体

制にあったことから、発災後しばらくのデータは公開されていない。そのため、発災

後数年の単位においてどの程度の影響が復旧業務従事者に生じるのかについて、先行

データは全くない。 

我々は、以下 3 点に関して、第一・第二原発の電力会社社員を対象として調査を行

い、次の知見が得られた。 

 

① 福島第一原子力発電所所員の出勤日数と PTSR 及び心理的苦悩の職種別リスク 

「大事故の発生直後の出勤状況」「心理的に影響を与えると考えられる勤務場所」

の 2 点と、PTSR・心理的苦悩との関連を検討した。その結果、災害直後に数多く勤

務した所員ほど、PTSR と心理的苦悩が高かった。さらに、職種別では机上職に比べ
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て現場職の所員において PTSR と心理的苦悩が高まった。 

② 震災時、第一・第二原発所属だった電力会社職員における、震災 2 年 8 か月後のメンタ

ルヘルス・スクリーニング有所見者の割合 

原発事故 2 年 8 か月後の時点において、PTSD・うつ病・アルコール依存のいずれ

かのスクリーニング有所見者は、対象候補者 2,105 名のうち 404 名（19.2%）で、狭

義の（＝厳しい）基準では 160 名（7.6%）、広義の（＝緩い）基準では 244 名（11.6%）

だった。有所見者の割合は、福島以外の所属者が福島の所属者より高かった。 

③ 福島第一・第二原子力発電所員における仕事のモチベーション （震災 1 年 2～3 か月

後） 

第一原発、第二原発の電力会社職員において、業務へのモチベーションは 100 点満

点中 50 点台と、顕著に低下していた。発電所間での数値の差は見られなかった。特

に、若年層と、身内や社会から批判を受けた者のモチベーションが低かった。 

これら結果は、以下を示唆している。 

1) 発災直後に強い業務上のストレス（惨事ストレス）を受けた者の継続的フォローが求め

られる。 

2) 震災 2 年 8 か月後の時点において、メンタルヘルスの有所見者はある一定の割合で見

られた。有所見者の割合は福島から転出した者の方が福島勤務者より高いため、転

出者においても、サポートがくまなく提供され続けることが重要である。 

3) 震災 1 年 2～3 か月後の時点において、第一・第二原発職員の仕事のモチベーション

は低下し、特に若年層、身内や社会から批判を受けた者に顕著だった。モチベーション

の向上策がメンタルヘルスの改善に寄与することが示唆された。 
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A. 研究目的 

東京電力福島第一原子力発電所（以下、第一

原発）事故時、第一原発あるいは東京電力福島

第二原子力発電所（以下、第二原発）発電所で

働いた電力会社職員を対象として、 発災直後

の急性期ならびに中長期におけるメンタルヘ

ルスへの影響を検証した。 

本年度の研究では以下 3 テーマについて調

査を行った。 

 

 

① 福島第一原発事故直後における発電所員の出勤日数と、震災 2～3 か月後の心的外傷後ストレス

反応（posttraumatic stress response： PTSR）・心理的苦悩の職種別リスク 

② 震災時、第一・第二原発所属だった電力会社職員における、震災 2 年 8 か月後のメンタルヘルス・

スクリーニング有所見者の割合 

③ 福島第一・第二原子力発電所員における仕事のモチベーション （震災 1 年 2～3 か月後） 

 

 

背景 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災によって、

第一・第二原発は津波の甚大な被害を受け、第

一原発は発電所爆発・炉心溶解という、チェル

ノブイリ事故に次ぐ規模の原子力災害となっ

た。第二原発では、電源がかろうじて維持され、

メルトダウンは免れたものの、不眠不休の復旧

活動が続いた。 

チェルノブイリの作業員においては、メンタ

ルヘルスへの深刻な影響が 10 年単位で続き、

PTSD・うつ病・アルコール依存などの増加が

報告されてきた 1~4)。第一原発の廃炉作業が今

後数十年と続くなか、作業従事者の心身の健康

管理は喫緊の社会的課題である。 

我々は、2011 年 4 月 16 日に谷川武医師（研

究分担者）、同年 5 月 6 日に谷川医師と筆者が

現地を訪問して以降、第一・第二の電力会社社

員を中心としたサポート活動を展開してきた。 

事故後、復旧作業従事者は、「惨事ストレス」

「被災者体験」「悲嘆体験」「差別・中傷」とい

う、「四重のストレス」を経験したことを報告

してきた 5~7）(表 1)。このような職員の複雑か

つ膨大なストレスは、チェルノブイリ同様、さ

まざまなメンタルヘルス上の問題へとつなが

ることが懸念されている。しかし、チェルノブ

イリ事故については、旧ソ連体制のもと情報が

開示されなかったため、旧ソ連崩壊までのデー

タがないのが現状である。 

そのため、発災直後の作業と作業従事者のメ

ンタルヘルスとの関連は報告されていない。ま

た、作業従事者におけるメンタルヘルス上の問

題がどの程度の割合で生じるかも、我々の先行

研究以外に知見はない。さらには、業務遂行の

ためのモチベーションがどの程度なのか、これ

またデータはない。 

これらの課題に答えるべく、我々は、事故時、

Fukushima NEWS Project6~7）の一部として実施

した研究調査データを用いて、以下 3 点の解明

を試みた。なお、これらはいずれも愛媛大学・

防衛医科大学校倫理委員会の承認を受けてい

る。 
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① 福島第一原発事故直後における発電所員

の出勤日数と、震災 2～3 か月後の PTSR 及

び心理的苦悩の職種別リスク 

衝撃的な事故に遭遇したことが第一原発

所員の心理的苦悩や心的外傷後ストレス

反応（posttraumatic stress reaction : PTSR）

に関連があると考え、大事故の発生日の出

勤状況、心理的に影響を与えると考えられ

る勤務場所、の二点と心理的苦悩や PTSR

との関連について検討した。 

② 震災時、第一・第二原発所属だった電力会

社職員における、震災 2 年 8 か月後のメンタ

ルヘルス・スクリーニング有所見者の割合 

第一原発事故時、第一原発あるいは第二原

発で働いていた電力会社職員を対象とし

て、事故 2 年 8 か月後の時点における心的

外傷後ストレス障害 （posttraumatic stress 

disorder: PTSD）・うつ病・アルコール依存

症状のいずれかのスクリーニング有所見

者の割合を調べた。また、調査時の勤務地

におけるメンタルヘルス有所見者の割合

の差を検証した。 

③ 福島第一・第二原子力発電所員における仕

事のモチベーション （震災 1 年 2～3 か月

後） 

第一原発事故後、第一・第二原発で働く電

力会社職員を対象として、震災 1 年 2～3

か月後の時点における仕事のモチベーシ

ョンを測定し、それに関連する要因の同定

を試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1. 福島第一・第二原発職員における 

「四重のストレス」  （7)より引用） 

１） 惨事ストレス 

・自分の命に危険が迫る体験 

・津波から逃げた 

・発電所の爆発 

・被ばく（あるいはその恐怖） 

２） 被災者体験 

・自宅の避難 

・財産喪失 

・単身生活 

３） 悲嘆体験 

・家族 

・親族 

・同僚 

・友人など 

４） 社会的逆風 

・差別・中傷 

・嫌がらせ 

・加害者心性 

・自身の身分を名乗れない 

 

 

B. 研究方法 

 

① 福島第一原子力発電所所員の出勤日数と

PTSR 及び心理的苦悩の職種別リスク 

2011 年 5～6 月、第一原子力発電所の全所員

にアンケート形式の研究参加に関する説明を

実施、うち 885 名が参加に同意した（回答率

84％）。出勤日数は出勤簿を元に算出し、PTSR、

心理的苦悩は質問紙を用いて調査した。衝撃的

な事故への暴露度に影響を与えうる職種別に

分類して解析を行うために、第一原発所員の事

故直後の出勤日数と PTSR・心理的苦悩との関

連を職種別に分析した。分析には、第一原子力

発電所員 723 名の有効データを用いた。 
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 PTSR は、日本語版 Impact of Events 

Scale-Revised (IES-R)25 点以上 8-9)、心理的苦悩

については、K6 scale 13 点以上 10-11)を用いて評

価した。 

解析に用いた期間は、2011 年 3 月 11 日から

15 日までの 5 日間である。これは、衝撃的な

出来事のほとんどがこの 5 日間の内に発生し

たこと（11 日; 地震動・津波、12 日; 1 号機水

素ガス爆発、14 日; 3 号機水素ガス爆発、15 日; 

2 号機爆発後の放射線量の上昇により、一時的

に多数の職員が第二原発に避難）、ならびに 15

日の避難により職員が大幅に減少したためで

ある。勤務日数 5 日間のうち、出勤日が 2 日間

以下の所員を出勤日数が少ない所員(n = 245)、

3 日間以上出勤した職員を出勤日数が多い所

員(n = 478)と定義した。 

現場職と机上職それぞれの特徴については

χ2検定、PTSR 及び心理的苦悩についてのオッ

ズ比の検定については、ロジスティック回帰分

析を行った。 

 

② 震災時、第一・第二原発所属だった電力会

社職員における、震災 2 年 8 か月後のメンタ

ルヘルス・スクリーニング有所見者の割合 

本調査は 2013 年 11 月（震災 2 年 8 か月後）

に実施され、東日本大震災・第一原発事故の当

時に第一あるいは第二に正社員として勤務し

ていて、調査時点で勤続している全職員を対象

候補とした。 

候補者は、第一・第二のみならず、東京電力

（株）の本店（東京都千代田区）、柏崎刈羽原

子力発電所（新潟県柏崎市）、その他各店所に

勤務していたため、電力会社職員の健康管理担

当職員が異動情報を追跡し、異動した職員に協

力を依頼した。対象候補者は 2,105 名で、その

うち調査に同意したのは 1,297 名だった（回収

率 61.6%）。 

メンタルヘルス上のリスクは、PTSD 症状・

うつ症状・アルコール乱用の 3 疾病において評

価した。これらは、日本語版 Impact of Events 

Scale-Revised (IES-R) 、 The Center for 

Epidemiologic Studies Depression Scale (CES-D) 
12-13)、CAGE test 14-15)を用いて点数化した。2 種

類の「狭義」（＝厳しい）あるいは「広義」（＝

緩い）のスクリーニング基準を用いた。(表 2) 

基準の詳細は分担報告書を参照されたい。 

この 3 尺度のいずれかで狭義あるいは広義の

基準を満たす者を、メンタルヘルス有所見者と

した。調査対象差者における有所見者の割合を、

現在の所属別に区分した。 

 

 

表 2．スクリーニングで用いた評価尺度お

よびその基準 

症状 評価尺度 狭 義

基準 

広

義

基

準 

PTSD The Impact of 

Events 

Scale-Revised 

(IES-R) 

≥ 33 ≥ 25 

うつ病 The Center for 

Epidemiologic 

Studies Depression 

Scale (CES-D) 

≥ 27 ≥ 16 

アルコール

依存 

CAGE test ≥ 4 ≥ 3 

 

 

 

③ 福島第一・第二原子力発電所員における仕

事のモチベーション （震災 1 年 2～3 か月

後） 

本調査は、2012 年 5～6 月（震災 14～15 か月

後）、東京電力（株）に勤務する福島第一・第

二原発職員の全職員を対象行われたもので、
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1,673 名（第一：1,105 名、第二：568 名）が自

記式調査用紙を記入した。 

「あなたの仕事へのモチベーションは何点で

すか？最もモチベーションがある時を 100 点

として、0～100 点の数字でお書き下さい」と

尋ねて、仕事のモチベーションを測定した。独

立変数として、調査時の一般属性（所属発電

所・性別・年齢・累積被ばく総量）、身内や社

会からの批判の有無、批判「あり」と回答した

者が最近受けた批判の程度（もっとも批判を受

けたときを 100 点として、0～100 点で回答）

を調べた。従属変数と独立変数との関連を、

Pearson’s r、ANOVA（Bonferroni 事後検定）、t

検定、χ2検定で検証した。 

 

 

C. 研究結果 

 

① 福島第一原子力発電所所員の出勤日数と

PTSR 及び心理的苦悩の職種別リスク 

 

PTSR 

勤務日数と PTSR との関連を図 1 に示した。

勤務日数が多い所員では、少ない所員よりも

1.4 倍 、 PTSR 高 値 と な り や す か っ た

（95%CI;1.01-2.02）。 

職種別、勤務日数と PTSR のオッズ比を図 2

に示した。机上（事務）職に比べて現場職がよ

り高いオッズ比を示した((OR (95%CI); 1.65 

(1.10-2.48) vs. 0.90(0.45-1.78))。両者の間の相互

関係は、認めなかった。 

 

心理的苦悩 

勤務日数と心理的苦悩のとの関連を図 3 に

示した。勤務日数が少ない者と比べて、多い者

は高い心理的苦悩がより生じたが、有意ではな

かった(OR (95%CI); 1.40 (0.94-2.09))。 

図 4 は、職種別、勤務日数と心理的苦悩のオ

ッズ比を示している。机上職に比べて現場職に

おいて、高い心理的苦悩のオッズ比がより上昇

し た ((OR (95%CI); 1.54 (0.96-2.45) vs. 

1.05(0.49-2.26))。しかし、両者間の相互関係は

認めなかった。 

以上をまとめると、以下 2 点の結果がえられ

た。 

（１）災害直後の５日間に数多く勤務した所員

は、そうでない者と比べて、高い PTSR・心理

的苦悩が生じやすかった。 

（２）災害直後、現場職にあった者は、机上職

の者と比べて、高い PTSR・心理的苦悩が生じ

やすかった。 
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震災時、第一・第二原発所属だった電力会

か月後のメンタ

ルヘルス・スクリーニング有所見者の割合 

・うつ病・アル

コール依存のいずれかでのスクリーニングで

の有所見者（狭義あるいは広義）は、対象候補

）で、狭義の

基準では 244

有所見者の割合は、柏崎＞本店＞他店所＞福

島第一・安定化センター＞福島第二の順に高率

27.1%）

）より
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表 3．震災時、福島第一・第二原子力発電所 所属者におけるメンタルヘルス・スクリーニング有所見者数（現所属・スクリーニング基準別） 

 

有所見者：PTSD・うつ病・アルコール依存症状のいずれか。 

a：東京電力（株）本店 （東京地千代田区）。b：東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所（新潟県柏崎市）。c： a, b 以外の他店所。 

 

 対象候補者 対象者 回収率 
 スクリーニング有所見者 (対象候補者における割合)  

 
 狭義あるいは広義 

 
狭義 

 
広義 

  n n  %  n %  n %  n % 

全体 2105 1297 61.6% 
 

404 19.2% 
 

160 7.6% 
 

244 11.6% 

現所属 
            

福島第一原子力発電所・ 

安定化センター 
1098 652 59.4% 

 
212 19.3% 

 
79 7.2% 

 
133 12.1% 

福島第二原子力発電所 498 306 61.4% 
 

74 14.9% 
 

31 6.2% 
 

43 8.6% 

本店 a 334 198 59.3% 
 

75 22.5% 
 

30 9.0% 
 

45 13.5% 

柏崎 b 96 91 94.8% 
 

26 27.1% 
 

12 12.5% 
 

14 14.6% 

その他 c 79 50 63.3%   17 21.5%   8 10.1%   9 11.4% 
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福島第一・第二原子力発電所員における仕事のモチベーション

対象者のうち、第一・

第二原発間では性別、累積被ばく線量にて差が

見られたが、仕事へのモチベーションでは有意

、第

仕事へのモチベーションと独立変数との検

証では、性別・累積被ばく線量との間には関連

は見られなかった。年齢が低いほどモチベーシ

ョンが低く、

～59

0.001

者と比べて有意に低かった

身内や社会から批判を受けた人は、そうでない

人と比べて仕事のモチベーションが低い傾向

が見られた。（批判なし：

り：

仕事のモチベーションと年齢との関連 

福島第一・第二原子力発電所員における仕事のモチベーション （震災

ョンが低く、20

59 歳の者と比べて有意に低かった（

0.001）。また、

者と比べて有意に低かった

身内や社会から批判を受けた人は、そうでない

人と比べて仕事のモチベーションが低い傾向

が見られた。（批判なし：

り：51.8 ± 24.5

（震災 1 年 2～

20～29 歳の者は、

歳の者と比べて有意に低かった（

）。また、30～39 歳の者は、

者と比べて有意に低かった

身内や社会から批判を受けた人は、そうでない

人と比べて仕事のモチベーションが低い傾向

が見られた。（批判なし：58.7 

24.5、p < 0.001

～3 か月後）

歳の者は、40～49

歳の者と比べて有意に低かった（

歳の者は、50～

者と比べて有意に低かった(p = 0.002)

身内や社会から批判を受けた人は、そうでない

人と比べて仕事のモチベーションが低い傾向

58.7 ± 21.7、批判あ

< 0.001） 

か月後） 

49 歳・50

歳の者と比べて有意に低かった（p < 

～59 歳の

= 0.002)。（図 5）

身内や社会から批判を受けた人は、そうでない

人と比べて仕事のモチベーションが低い傾向

、批判あ
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表 4. 2012 年 5～6 月における福島第一・第二原子力発電所職員の仕事のモチベーション 
      

                                  

    
全体 

 (N = 1673) 
 

第一原発 

 (n = 1105) 
 

第二原発 

 (n = 568) 
 第一 vs. 第二   仕事へのモチベーション ¦¦ 

    n %  n %  n %  統計量 p   
平

均 

標準 

偏差 
 統計量 p 

性別 男性 1566 93.6  
 

1051 95.1  
 

515 90.7  
 

χ2 (df=1) =12.4 <0.001 
 

57.6  22.5  
 

t = 1.15 0.25 

 
女性 107 6.4  

 
54 4.9  

 
53 9.3  

    
55.0  22.3  

   
年齢 † 

 
41.3 (11.2) 

 
41.6 (11.0) 

 
40.6 (11.4) 

 
t = 1.63 0.10 

    
r = 0.15 <0.001 

 
20-29 336 20.1  

 
203 18.4  

 
133 23.4  

    
52.1  22.1  

 
F = 9.60 ‡ <0.001 

 
30-39 372 22.2  

 
250 22.6  

 
122 21.5  

    
55.1  24.0  

   

 
40-49 445 26.6  

 
298 27.0  

 
147 25.9  

    
59.5  22.0  

   

 
50-59 458 27.4  

 
309 28.0  

 
149 26.2  

    
61.0  20.6  

   

 
60- 29 1.7  

 
19 1.7  

 
10 1.8  

    
58.9  23.8  

   
累積被ばく線量（mSv）† 

 
32.2 (43.6) 

 
44.9 (45.3) 

 
7.7 (26.4) 

 
t = 20.8 <0.001 

    
r = -0.05 0.07 

身内や社会からの批判 なし 1346 80.5  
 

897 81.2  
 

449 79.0  
 

χ2 (df=1) = 1.1 0.30 
 

58.7 21.7 
 

t = 4.63 <0.001 

 
あり 319 19.1  

 
203 18.4  

 
116 20.4  

    
51.8 24.5 

   
最近受けた批判の程度 † §  

 
53.0 (25.9) 

 
54.2 (27.0) 

 
50.9 (23.5) 

 
t = 1.12 0.26 

    
r = -0.08 0.12 

仕事へのモチベーション† ||   57.4 (22.5)  57.9 (22.9)  56.5 (21.5)  t = 1.22 0.22            

                   
† 平均 (標準偏差） 

                 
‡ Post-hoc analysis (Bonferroni 検定）：20 代＜40, 50 代 (p < 0.001)。30 代＜50 代 (p = 0.002)。 

      
§ 批判を受けるかで「はい」と答えた者のみ回答（もっとも批判を受けたときを 100 点として 0～100 点で回答） 

       
|| 最もモチベーションがあるときを 100 点として 0～100 点で回答 
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D. 考察 

① 福島第一原子力発電所所員の出勤

日数と PTSR 及び心理的苦悩の職種

別リスク 

 

本研究では、以下 2 点の結果が得ら

れた。 

 

（１）災害直後の５日間に数多く勤務し

た所員は、そうでない者と比べて、高い

PTSR・心理的苦悩が生じやすかった。 

（２）災害直後、現場職にあった者は、

机上職の者と比べて、高い PTSR・心理

的苦悩が生じやすかった。 

 

災害直後の 5 日間に出動した者は、業

務を通じて壮絶な惨事ストレスにさら

された。具体的には、津波・爆発・メル

トダウンなどに直接遭遇し、放射線の被

ばくリスクが高い現場で作業しなけれ

ばいけなく、PTSR・心理的苦悩のリス

クを高めた要因となっていると推測さ

れる。現場職の者については、とりわけ

その傾向が言えるだろう。一方、机上職

については、・事故を直接目撃しにくい

こと、被ばくリスクが高い現場で作業す

る必要がないことが、PTSR・心理的苦

悩のリスクが上がらなかった要因であ

ると考えられた。 

本研究にはさまざまな制約がある。

対象者が、未曽有の大事故に遭遇した一

企業の社員であるため、災害・事故の復

旧にあたる労働者の一般的な状況を示

しているわけではない。また、本研究は

横断研究であるため、因果関係は示され

ていない。 

しかしながら、本研究により、災害・

事故の復旧にあたる労働者の出勤日数

の多寡ならびに職種によって PTSR・心

理的苦悩が高まる度合いに差があるこ

とを示した。今後、現場職・机上職双方

において PTSR・心理的苦悩を高めるリ

スクに関する時間的経過についても調

査する必要がある。 

 

② 震災時、第一・第二原発所属だった電

力会社職員における、震災 2 年 8 か

月後のメンタルヘルス・スクリーニン

グ有所見者の割合 

 

本調査では、PTSD・うつ病・アルコ

ール依存症状のいずれかのメンタルヘ

ルス有所見者数が、対象候補者 2,105 名

中 404 名（19.2%）だった。うち、狭義

の有所見者は 160 名（7.6%)、広義の有

所見者は 244 名（11.6%）だった。これ

らは、あくまでも自記式の調査に基づく

もので、詳しい検証のためには、面談形

式での構造化面接が求められるが、本研

究ではそこまで実施できていない。さら

に、調査の回収率は、全体で 61.6%と低

率である。 

この数値の割合がほかの原子力災害

と比べて高いのか低いのかは、先行デー

タが全くないために比較が困難である。

参考までに、東日本大震災 14 か月後、

宮城県の消防士（327 名）、地方自治体職

員（610 名）、病院職員（357 名）の調査

では、高い PTSD 症状を持つ者はそれぞ
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れ 1.6%、6.6%、6.6%、高いうつ病症状

を持つのはそれぞれの 3.8%、15.9%、

14.3%だった 16)。福島県民調査の 2012 年

度の報告 17)では、福島県全域の県民のう

ち、高い心理的苦悩・PTSD 症状が見ら

れたのは全体のそれぞれ 11.9%、18.3%

だった。 

有所見者の割合は、福島以外の所属者

（本店、柏崎、他店所）が福島（福島第

一、福島第二）の所属者より高かった。

このデータのみで傾向を考察するには

困難がある。あくまでも推測ではあるが、

考えられる要因として①異動後のスト

レス要因の変化、②メンタルヘルスサポ

ート体制の違いが挙げられる。 

 

① 異動後のストレス要因の変化 

 福島より異動した者は、それま

での福島での業務とは異なる業

務に配置され、新環境への適応・

ストレス負荷・モチベーション・

人間関係などの変化などが生じ

た可能性がある。あるいは、累積

被ばく線量が現場に出るための

上限を超過したため、本人の意思

と別に異動した者もいるであろ

う。 

② メンタルヘルスサポート体制の

変化 

原発事故後、第一・第二原発では、

我々の Fukushima NEWS Project7)

をはじめとした様々な医療支援

が展開されてきた。他方、異動者

においては、異動先のメンタルヘ

ルスサポート体制が第一・第二原

発とは変化した可能性がある。今

後、異動先において同等なサポー

トが得られるようになれば、この

課題の解決にはつながりうるが、

これまた、あくまでも推測にとど

まる。 

 

本調査には、ほかにも多くの限界があ

る。この結果はあくまでも一企業の職員

のデータであり、復旧作業従事者のデー

タに一般化することはできない。また、

電力会社の退職者は調査していない。退

職の一員としてメンタルヘルスの悪化

は一因として考えられるため、退職者が

調査対象となっていれば結果も変わっ

たと思われるが、実際は不明である。 

このような限界をふまえても、原子力

災害後の電力会社職員を対象とした、

PTSD・うつ病・アルコール依存のスク

リーニング調査は、我々の知る限り、他

には存在しない。さらには、震災後に福

島から異動した職員と福島に働き続け

る職員との差を比較しているデータも

他にはない。よって、本研究には、原発

事故の復旧作業従事者のメンタルヘル

スを考える上で、いくつかの意義がある

と考える。 

 

 

③ 福島第一・第二原子力発電所員にお

ける仕事のモチベーション （震災 1 年

2～3 か月後） 

本研究では、第一原発・第二原発で働

く対象者のモチベーションが全体的に

低下し、ともに 100 点満点中 50 点台だ



15 

った。なかでも、「20～30 歳代の若年層」

「身内や社会から批判を受けた者」のモ

チベーションが低い傾向だった。 

仕事のモチベーションと燃え尽きと

の関連は、産業心理学・組織心理学・保

健福祉学・軍時（防衛）医学等の領域で

検証されてきた 18-24)。これらの研究では、

モチベーションの低下や燃え尽き状態

が職場への不満足を高め、離職につなが

ると報告されている 18-19)。軍・自衛隊領

域においては、士気の維持が部隊の団結

力を高め、円滑な任務遂行のために重要

だとされている。リーダーシップ・部隊

への信頼感・部隊の士気など、軍隊内の

心理的団結が隊員の自己評価を上げて、

ストレス反応の緩和因子になり、PTSD

への防止効果もみられている。一方で、

士気が下がることは、組織行動への弊害、

メンタルヘルスへの悪影響へとつなが

る 20-24)。 

第一原発は廃炉に向けて、第二原発で

は復旧作業が終了した状況で、その社会

的役割は大きく異なっている。それにも

かかわらず、仕事のモチベーションはと

もに低く、発電所間の差は見られなかっ

た。 

この結果には、所属先を問わず、モチ

ベーションを低下される共通因子があ

ることが推察される。第一・第二の間で

は、「身内や社会からの批判」は差が見

られなかった。さらには、「身内と社会

からの批判」が仕事のモチベーションと

関連し、批判を受けた者はモチベーショ

ンがより低かった。第一・第二の対象者

は、ともに電力会社社員として、社会か

らの批判・差別・中傷を受けていること

は推察できる。 

本研究では、仕事のモチベーション他

の交絡因子を解析していなく、多変量解

析などより詳しい検証は今後の課題と

なっている。今後、モチベーションとメ

ンタルヘルとの関連を細かく検証し、今

後の円滑な作業に向けての知見を増や

すことが必要である。 

 

 

E. 結論 

 

① 福島第一原子力発電所所員の出勤

日数とPTSR及び心理的苦悩の職種

別リスク 

「大事故の発生直後の出勤状況」「心

理的に影響を与えると考えられる勤務

場所」の 2 点と、PTSR・心理的苦悩と

の関連を検討した。 

その結果、災害直後に数多く勤務した

所員ほど、PTSR と心理的苦悩が高かっ

た。さらに、職種別では机上職に比べて

現場職の所員において PTSR と心理的苦

悩が高まった。 

 

② 震災時、第一・第二原発所属だった電

力会社職員における、震災 2 年 8 か

月後のメンタルヘルス・スクリーニン

グ有所見者の割合 

原発事故 2 年 8 か月後の時点において、

PTSD・うつ病・アルコール依存のいず

れかのスクリーニング有所見者は、対象

候補者2,105名のうち404名（19.2%）で、
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狭義の（＝厳しい）基準では160名（7.6%）、

広義の（＝緩い）基準では 244名（11.6%）

だった。有所見者の割合は、福島以外の

所属者が福島の所属者より高かった。 

事故から年月が経つにつれて、作業従

事者は離散し、メンタルヘルスを規定す

る交絡因子はますます増えると思われ

る。また、受けられるメンタルサポート

体制も多種多様になっていくだろう。可

能な限りにくまなく調査・介入を行うた

めの方策が今後の課題となるだろう。 

 

③ 福島第一・第二原子力発電所員にお

ける仕事のモチベーション （震災 1 年

2～3 か月後） 

第一原発、第二原発の電力会社職員に

おいて、業務へのモチベーションは顕著

に低下していた。発電所間でのモチベー

ションの差は見られなかった。特に、若

年層と、身内や社会から批判を受けた者

のモチベーションが低かった。 

関連領域での先行研究では、士気が低

下している状態が組織内不満を高めた

りメンタルヘルスに悪影響を及ぼした

りすることが知られている。原発復旧作

業従事者のメンタルヘルス対策として

は、モチベーションを高めるための方策

も有用であることが示唆された。 

 

 

F. 健康危険情報 

なし。 
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